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令和７年度島根県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金交付要綱 
 
（通則） 
第１条 令和７年度島根県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金（以下、

「給付金」という。）については、予算の範囲内で給付金を交付するものとし、補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金
等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下
「施行令」という。）、令和７年４月１日付け医政発 0401 第５号厚生労働省医政局
長通知の別紙「医療施設等経営強化緊急支援事業実施要綱」、令和７年５月２日付
け厚生労働省医政 0502 第８号厚生労働事務次官通知の別紙「令和７年度（令和６年
度からの繰越分）医療施設等経営強化緊急支援事業費補助金交付要綱」及び補助金
等交付規則（昭和 32 年島根県規則第 32 号。以下「規則」という。）に定めるもの
のほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 
（交付の目的） 
第２条 この給付金は、人材確保が喫緊の課題となっている中で、限られた人員でよ
り効率的に業務を行う環境の整備を支援することにより、業務の生産性を向上さ
せ、職員の処遇改善につなげることを目的とする。 

 
（交付の相手方） 
第３条 この給付金の対象となる者（以下、「対象事業者」という。）は、令和６年
度診療報酬改定において新設されたベースアップ評価料を令和７年３月 31 日時点で
届け出ている、所在地が島根県内にある病院、有床診療所（医科・歯科）、無床診
療所（医科・歯科）及び訪問看護ステーションを運営する者とする。 

 
（交付の対象） 
第４条 対象事業者が、令和６年４月１日から令和８年３月 31 日までの間に業務の効
率化や職員の処遇改善を図る次の取組（複数可）を交付の対象とし、対象経費の額
に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）ＩＣＴ機器等の導入による業務効率化 
タブレット端末、離床センサー、インカム、WEB 会議設備、床ふきロボット、監

視カメラ等の業務効率化に資する設備の導入 
（２）タスクシフト／シェアによる業務効率化 

医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の新たな配置によるタスクシフト／
シェア 

（３） 給付金を活用した更なる賃上げ 
処遇改善を目的とした、既に雇用している職員の賃金改善 

 
（交付額の算定方法） 
第５条 この給付金の上限額は、下表のとおりとする。 

対象事業者 給付の上限額 
病院・有床診療所※ 許可病床数※×４万円 
無床診療所 １施設×18 万円 
訪問看護ステーション １施設×18 万円 

   ※許可病床数は交付申請時の許可病床数とする。 
４床以下の有床診療所は１施設×18 万円とする。 

 
（交付の条件） 
第６条 この給付金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 
（１）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受け

なければならない。 
（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 
（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 
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（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産の価格が単価 50 万円以上（民間団
体においては 30万円）の機械及び器具については、施行令第 14条第１項第２号
の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受け
ないで、この給付金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、担保に供
し、取壊し、又は廃棄してはならない。 

（５）知事の承認を得て財産を処分することにより収入があった場合には、収入の全
部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において
も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけ
ればならない。 

（７）給付金と事業に係る証拠書類等の管理については次によるものとする。 
  ア 対象事業者が地方公共団体の場合 
    給付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成すると

ともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証
拠書類を給付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に
は、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければ
ならない。だたし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合
は、前記の期間を経過後、当該財産処分が完了する日、又は施行令第 14条第１
項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか
遅い日まで保管しておかなければならない。 

  イ 対象事業者が地方公共団体以外の場合 
    事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書書類を整理し、かつ、当該帳簿等及び証拠書類を給付金の額の確定
の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の
属する年度の終了後５年間保存しておかなければならない。だたし、事業によ
り取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該
財産処分が完了する日、又は施行令第 14条第１項第２号の規定により厚生労働
大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなけれ
ばならない。 

（８）事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により給付金に係る消費税及び地
方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入れに係る消費税等相当額が０
円の場合を含む）には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式
第５号）により速やかに、遅くとも事業完了日の属する年度の翌々年度５月末ま
でに、知事に報告しなければならない。 

   また、対象事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支
所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合
等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

   なお、給付金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控
除税額を県に返還しなければならない。 

 
（交付申請） 
第７条 給付金の交付を受けようとする者は、給付金交付申請書（様式第１号）を県
が給付金の受付を開始した日から令和７年８月８日までに知事に提出しなければな
らない。 

 
（変更承認申請） 
第８条 対象事業者は、規則第９条第１項の規定により、知事の承認を受けようとす
るときは、給付金事業変更承認申請書（様式第３号）を提出しなければならない。 

 
（概算払い） 
第９条 知事は、必要があると認めるときは、交付決定額の範囲内で概算払いにより
給付金を交付することができる。 

２ 対象事業者は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払
請求書兼口座振込依頼書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。 
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（実績報告） 
第 10 条 この給付金の事業実績報告は、事業が完了したときは、給付金実績報告書
（様式第２号）を、令和８年３月 31 日までに知事に提出して行わなければならな
い。 

 
（給付金の返還） 
第 11 条 知事は、対象事業者が次の各号に該当する場合には、期限を定めて給

付金の全額又は一部を返還させるものとする。 
（１）交付すべき給付金の額を確定した場合において、既にその額を越える給

付金が交付されているとき。 
（２）対象事業者から報告があった申請内容が明らかに事業の目的に合致して

いないと認められるとき。 
（３）申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認め

るとき。 
 
（その他） 
第 12 条 この要綱に定めるもののほか、この給付金の交付に関し必要な事項

は、知事が別に定めるところによる。 
 
  附則 （令和７年６月６日医第 361 号） 

 この要綱は、令和７年６月６日から適用する。 


